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はじめに
消費者契約法 (以下 ｢法｣ とする場合は ｢消費者契約法｣ を指す｡) に




第 1 法 10 条に基づく差止請求権の行使につき争った事例
 京都地判平成 21 年 4 月 23 日 (早期完済違約金条項①)
 大阪高判平成 21 年 10 月 23 日 (早期完済違約金条項②)
 大阪高判平成 22 年 3 月 26 日 (定額補修分担金条項)
 京都地判平成 24 年 1 月 17 日 (更新料条項)
 京都地判平成 24 年 3 月 28 日 (携帯電話解約違約金条項)







 法 10 条における ｢信義則｣ の意味




行), 制度の担い手である適格消費者団体は 10 団体となった1｡ また, 制
度の運用当初は, 法 4 条規定の不当勧誘, 法 8 条, 法 9 条, 法 10 条規定
の不当条項が差止めの対象行為とされていたところ, 平成 19 年の改正に
より, 特定商取引に関する法律 (特定商取引法) 58 条の 4ないし 9 (訪問
販売, 電話勧誘販売, 通信販売, 特定的役務提供取引, 継続的役務提供取
引, 連鎖販売取引における禁止行為及び禁止特約) や, 不当景品類及び不
当表示防止法 (景品表示法) 10 条 (優良誤認, 有利誤認) にまで対象が
拡大した｡ 裁判上の差止めも年間平均 5件のペースで行われていることが
らも2, 同制度は定着していることがうかがえる｡
ところで, 差止めの対象行為の一つである法 10 条は一般条項と呼ばれ
ており, 法 8条や法 9条のように個別具体的な規定方式を採っていない｡
大きな枠組みとして任意規定からの逸脱 (前段要件) と信義則違反の判断
(後段要件) の二段構成の要件が示されているが, いかなる契約条項に法
10 条が適用されるか解釈上争いがあった｡ そこへ法 10 条に関する最高裁
(最判平成 23 年 3 月 24 日3, 最判平成 23 年 7 月 12 日4, 最判平成 23 年 7
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1 消費者機構日本 (COJ), 消費者支援機構関西 (KC's), 全国消費生活相談員
協会 (全相協), 京都消費者契約ネットワーク (KCCN), 消費者ネット広島, ひょ
うご消費者ネット, 埼玉消費者被害をなくす会 (なくす会), 消費者支援ネット
北海道 (ホクネット), あいち消費者被害防止ネットワーク (AC ネット), 大分
県消費者問題ネットワークの 10 団体 (認定順)｡
2 差止請求事案は, 消費者庁 ｢消費者契約法第 39 条第 1 項に基づく差止請求に
係る判決等に関する情報の公表について｣ ＜http://www.caa.go.jp/planning/
index.html#m02＞で閲覧可能｡
3 民集 65 巻 2 号 903 頁｡ 原審である大阪高判平成 21 年 6 月 19 日民集 65 巻 2 号
932 頁も前段要件の任意規定につき ｢判例の蓄積等により一般に承認されている
不文の法規や契約に関する一般法理｣ と示している｡ 第一審は京都地判平成 20
年 11 月 26 日金商 1378 号 37 頁｡
4 判タ 1356 号 87 頁｡ 原審は大阪高判平成 21 年 12 月 15 日金商 1378 号 46 頁｡
月 15 日5, 最判平成 24 年 3 月 16 日6) が出たことにより, 一定の枠組みが
示されたことになった｡ すなわち, 最高裁は, 前段要件の任意規定につき,
｢一般の法理等も含む｣ と判示して, 明文の規定に限定されないことを明





の解明が求められる｡ まず, 差止めの実務では, 差止めの相手方から, 明
らかに比較できる任意規定が存在しないので法 10 条に反しておらず不当
条項ではないと反論されることが多いことから, ｢一般の法理等｣ の意味









第一審は京都地判平成 21 年 7 月 30 日金商 1378 号 50 頁｡
5 民集 65巻 5号 2269 頁｡ 原審は大阪高判平成 22年 2月 24 日金商 1372 号 14 頁｡
第一審は京都地判平成 21 年 9 月 25 日判タ 1317 号 214 頁｡
6 金商 1389 号 14 頁｡ 原審は東京高判平成 21 年 9 月 30 日金商 1327 号 10 頁｡ 第
一審は横浜地判平成 20 年 12 月 4 日金商 1327 号 19 頁｡
7 消費者庁企画課 『逐条解説消費者契約法 [第 2 版]』 (商事法務, 2010 年) 260
頁, 日本弁護士連合会編 『コンメンタール消費者契約法 [第 2版]』 (商事法務研
究会, 2010 年) 287 頁｡





以上の問題意識のもとで, 実定法上の法 10 条の要件を整理しつつ, 団
体訴訟制度における法 10 条の要件について検討を行う｡
第 1 法 10 条に基づく差止請求権の行使につき争った事例
 京都地判平成 21 年 4 月 23 日 (早期完済違約金条項①)10
① 事案の概要
貸金業を営む Y (被告) が消費者と金銭消費貸借を締結するにあたり
使用した契約書には, ｢貸付金の最終弁済期日前に貸付金を全額返済する
場合 (期限の利益を喪失したことによる返済を除く) に, 返済時までの期
間に応じた利息以外に返済する残元金に対し割合的に算出される違約金を
負担することを定めている契約条項｣ (以下 ｢契約条項 A｣ とする), 及
び, ｢貸主が期限の利益を喪失し, 貸付金の残元金を直ちに返済すべき義
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8 国民生活審議会 ｢消費者団体訴訟制度の在り方について｣ (平成 17 年 6 月 23
日) 2 頁, 野々山宏 ｢消費者団体訴訟制度の創設－改正消費者契約法の論点と課
題｣ 法教 312 号 99 頁 (2006 年)｡
9 国民生活審議会・前掲注 5 頁｡
10 判タ 1310 号 169 頁｡ 本判決に対する評釈には, 坂東俊矢・五條操 『事例にみ
る消費者契約法における不当条項』 (新日本法規, 2011 年) 336 頁～341 頁, 笹
本幸祐 ｢早期完済違約金条項の消費者契約法 10 条該当性｣ 法セミ 656 号 137 頁
(2009 年), 渡邉雅之 ｢消費者契約法 10 条に関する近時の重要判例の分析｣ NBL
918 号 55 頁～57 頁 (2009 年) 等がある｡
務が発生した場合に, 返済時までの期間に応じた利息及び遅延損害金以外
に返済する残元金に対して割合的に算出された金員を貸主に対し交付する
旨を定めている契約条項｣ (両者を併せて ｢早期完済違約金条項｣ という｡)
が, 次のような文言で記載されていた｡
｢貸付金の弁済期日が到来する前に, 貸付金額の全部を償還することが
できるものとします｡ この場合は, 償還する残元金に対する 3 パーセ
ントの違約金を負担します｡ 又, 第 2 項 (期限の利益の喪失) により
貸付金の全部を償還する場合も同様とします｡｣
適格消費者団体である X (原告) は, Y が消費者との間で契約を締結
する際に使用し, 又は使用するおそれがある早期完済違約金条項は, 法
10 条に該当し無効であるとして, Y に対して本件各条項を含む契約締結
の差止め及び各条項を含む借用証書の用紙の廃棄を求めた｡
② 判旨 (一部請求認容・一部請求棄却)
 法 10 条の前段要件について
民法は, 借主は同種・同等・同量の物を返還する義務 (587 条) 及び元
本の存在を前提とした利息の支払義務を負い, また, 期限前に期限の利益
を放棄して返済する場合には, 元本に対する期限までの利息を支払う義務
を負うとしている (136 条 2 項但書)｡












平成 15 年 7 月 18 日第二小法廷判決・民集 57 巻 7 号 895 頁)｡ 以上より,
当該他の借入金債務の利率が制限利率を超える場合, 利息制限法は, 当該












Y は, 借主が任意の意思に基づいて早期に完済するときに契約条項 A
によって高率の利息支払いを余儀なくされても, それは割賦弁済を続ける
ことができるのに, あえて一括弁済を選択した結果によるものであり, 信



























は, 拙稿 ｢判例評釈｣ 愛知大学法学部法経論集 191 号 65 頁～86 頁 (2012 年) が
ある｡
12 原審は京都地判平成 21 年 9 月 30 日判タ 1319 号 262 頁, 控訴審は, LEX／DB
データベース (文献番号 25470736))｡ 本件の評釈には, 笠井正俊 ｢判例研究｣ 現
代消費者法 10 号 103 頁～109 頁 (2011 年), 笹本幸祐 ｢定額補修分担金特約と消
費者契約法 10 条｣ 法セミ 652 号 131 頁 (2009 年), 長野浩三 ｢消費者契約法





2. 当該消費者は, Y に対し, 定額補修分担金の返還を, 入居期間の
長短にかかわらず, 請求できない｡




の一部負担金として負担すべきとする内容で, その額は, 10 万円～30 万
円程度, 概ね賃料の 2～4倍程度とされていた｡ なお, 同契約においては,
故意または重過失による賃借物件の損耗, 改造費用につき, 別途賃借人に
請求することが定められており, 敷金は設定されていない｡
適格消費者団体である X (原告・控訴人・被控訴人) は, 定額補修分































｢……定額補修分担金の額は, ……7～30 万円で平均して 18 万円強であ
り, 月額家賃の 2～4 倍で平均して 3 倍強である｡ 賃借人の軽過失による
損耗の原状回復費用がこれらの額になることは, あまりないと考えられる｡｣
｢……Yは建物賃貸借, マンション管理, 運営等を業としており, 建物
の修繕に関する知識や情報が豊富であること, 定額補修分担金の額は, 明
確な算定基準はなく, Y が, 賃借物件ごとに, 賃借人の特性, 賃貸物件





























 京都地判平成 24 年 1 月 17 日 (更新料条項)13
① 事案の概要
不動産賃貸借及び不動産賃貸借の仲介業務等を目的とする Y (被告)
は, 不特定かつ多数の消費者との間で, 月額賃料 5 万 1,000 円, 1 年ごと
に 15 万円の更新料をYに支払う旨の条項 (以下 ｢更新料条項｣ という｡)
を用いて, 居住用建物賃貸借契約を締結・合意更新していた｡
適格消費者団体であるX (原告) は, Y使用の更新料条項は法 10 条に
より無効であるとして, 主位的に, 更新料条項を含む意思表示の停止及び




 法 10 条の前段要件について








 法 10 条の後段要件について




13 LEX／DBデータベース (文献番号 25480375)｡
したとおりであり, 更新料の支払にはおよそ経済的合理性がないなどとい
うことはできない｡ また, 一定の地域において, 期間満了の際, 賃借人が
賃貸人に対し更新料の支払をする例が少なからず存することは公知である







 京都地判平成 24 年 3 月 28 日 (携帯電話解約違約金条項)14
① 事案の概要
電話通信事業等を目的とする Y (被告) は, 不特定かつ多数の消費者
との間で, 携帯電話利用サービス契約を締結している｡ 同契約のうち ｢ひ
とりでも割 50｣ 等と称する契約は, 契約期間を 2 年間の定期契約とした
上で, 基本使用料金を通常の契約の半額とする (以下 ｢本件契約｣ という｡)




また, 契約締結から 2年が経過すると本件契約は自動的に更新され, 以
後, 消費者は, 本件契約を解約するに際して, 更新時期となる, 2 年に 1
度の 1 か月間に解約を申し出ない限り, 解約金を Yに対して支払わなけ
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14 京都消費者契約ネットワークホームページ＜http://kccn.jp/＞｡
ればならないとしていた (両者を併せて ｢本件解約金条項｣ という｡)｡
適格消費者団体である X (原告) は, Y 使用の本件解約金条項は法 9
条 1 号又は法 10 条に該当し, 無効であるとして, 本件解約金条項を含む
意思表示の停止を求めた｡
② 判旨
 法 10 条の前段要件について
本件契約は, 一種の無名契約であると認められるが, ｢民法は, 委任契
約及び準委任契約 (民法 651 条 1 項) のほか, 雇用契約 (同 627 条 1 項)







そうだとすれば, このような考え方は, 民法上の典型契約に限らず, 役
務提供型の契約に一般的に存在する法理であり, 法 10 条前段の 『公の秩
序に関しない規定』 に該当するというべきである｡
そして, 本件解約金条項は, 消費者に対し, 契約期間の末日の属する月
の翌月を除く月に本件契約を解約する際に, 常に一定の金額の支払義務を
課しているものであり, 民法 651 条 2 項は相手方に不利な時期に委任の解
除をしたときに限って損害賠償義務を課しているものに過ぎないことをも
踏まえれば, … 『公の秩序に関しない規定』 に比較して消費者の権利を制
限し, 消費者の義務を加重しているというべきである｡｣
 法 10 条の後段要件について
｢……消費者は, 本件契約を締結することにより, 本来であれば標準基











した場合にYに生じる 『平均的な損害』 を超えるものではないから, 合
理的な範囲にとどまっているというべきである｡





これに加えて, 各契約の名称にはいずれも割引を示す ｢割｣ という文字
が含まれており, 各契約のサービス料金に関する説明資料には解約金がか






制限の内容についても何ら不合理なものではなく, しかも, Y と消費者
との間には, 本件当初解約金条項に関して存在する情報の質及び量並びに
交渉力の格差が存在するということはできないといえるから, 本件当初解
約金条項は, 法 10 条後段には該当しないと解するのが相当である｡｣ そ
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して, この点は更新後の解約金条項についても同様である｡
第 2 法 10 条の構造―実体法と差止請求権の要件の差異―
1 . 任意規定の意味－前段要件
 学説における解釈
法 10 条前段では, ｢民法, 商法その他の法律の公の秩序に関しない規定
の適用による場合に比し｣ と規定して, 任意規定からの逸脱を要件として
挙げているところ, この ｢任意規定｣ については, 学説上, 明文の任意規
定に限られる ｢限定説｣ と, 明文の任意規定に限られないとする ｢拡張説｣
に分かれている15｡
まず限定説を採る見解16であるが, そのほとんどが, 法の立法過程を理
由としている｡ すなわち, 第 16 次国民生活審議会 (以下 ｢国生審｣ とい
う｡) 消費者政策部会中間報告 ｢消費者契約法 (仮称) の論点に関する中
間整理｣ (平成 11 年 4 月) では, 信義則に反して消費者に ｢不相当に厳し
い制限を加える条項｣ は無効とする旨のEU指令型 ｢一般条項｣ を設ける
ことが予定されていた｡ しかしながら, 事業者の反対等により, 第 17 次
国生審報告 ｢消費者契約法 (仮称) の立法にあたって｣ (平成 11 年 12 月)
団体訴訟制度における消費者契約法 10 条の要件
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15 このような分類は, 山本敬三 『民法講義Ⅰ 総則 [第 3 版]』 (有斐閣, 2011
年) 309 頁による｡
16 限定説に該当するものとして, 松本恒雄 ｢規制緩和時代と消費者契約法｣ 法セ
ミ 549 号 7 頁 (2000 年), 山田誠一 ｢消費者契約法と金融商品の販売等に関する
法律｣ 金融 640 号 5 頁 (2000 年), 潮見佳男 ｢消費者契約法と民法理論｣ 法セミ
549 号 14 頁 (2000 年), 松本恒雄＝加藤雅信＝加藤新太郎 ｢鼎談・民法学の新潮
流と民事実務消費者契約法を語る｣ [加藤雅信発言] 判タ 1206 号 23 頁 (2006
年)｡
では, 包括的な一般条項が明文化されなかった結果から, 法 10 条におけ
る ｢任意規定｣ とは, 明文規定に限定されると説明されている17｡ なお,
立法担当者も, 法 10 条の前段要件につき, ｢民法, 商法等の法律中の任意











17 山本敬三 ｢消費者契約立法と不当条項規制 第 17 次国民生活審議会消費者政
策部会報告の検討｣ NBL686 号 22 頁 (2000 年)｡
18 消費者庁企画課・前掲注 220 頁｡
19 山本敬・前掲注 22 頁｡ 同論文を支持するものとして, 中田邦博 ｢消費者契
約法 10 条の意義｣ 法セミ 549 号 39 頁 (2000 年), 山本豊① ｢消費者契約法 
完｣ 法教 243 号 62 頁 (2000 年), 山本豊② ｢契約の内容規制 (その 2) ―不当規
制｣ 法教 340 号 126 頁 (2009 年), 後藤巻則 ｢ひな型廃止と消費者契約法｣ 銀行
法務 21 583 号 12 頁 (2000 年), 落合誠一 『消費者契約法』 (有斐閣, 2001 年)
147 頁, 潮見佳男 『消費者契約法・金融商品販売法と金融取引』 [松岡久和] (経
済法令研究会, 2001 年) 89 頁, 山口康夫 『やさしい法律シリーズ 消費者契約
法の解説』 (ネットスクール株式会社, 2011 年) 116 頁, 日弁連・前掲注 185
頁｡
20 山本敬・前掲注 310 頁｡
 裁判所の見解
次に, これまでの裁判例における前段要件の判断について整理すると,
敷引特約 (民 601 条, 民 606 条, 民 608 条)21, 更新料条項 (民 601 条や民
614 条や借地借家法 28 条)22, 定額補修分担金条項 (民 616 条, 民 598
条)23, 礼金条項 (民 614 条)24, 賃貸借契約における解約予告期間特約 (民
617 条 1 項 2 号, 民 618 条)25, 生命保険における無催告解除条項 (民 540
団体訴訟制度における消費者契約法 10 条の要件
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21 民 601 条を用いたものとして大阪高判平成 21年 12月 3日 LEX/DBデータベー
ス (文献番号 25470730), 京都地判平成 21 年 7 月 23 日判タ 1316 号 192 頁, 神
戸地判平成 17 年 7 月 14 日判時 1901 号 87 頁等｡ 民 606 条を用いたものとして大
阪高判平成 16 年 12 月 17 日判時 1894 号 19 頁等｡ 民 608 条を用いたものとして
大阪地判平成 19 年 3 月 30 日判タ 1273 号 221 頁｡
22 民 601 条を用いたものとして最判平成 23 年 7 月 15 日金商 1372 号 7 頁, 京都
地判平成 23 年 3 月 30 日 LEX/DB データベース (文献番号 25470744), 京都地
判平成 23 年 1 月 27 日 LEX/DB データベース (文献番号 25470741), 京都地判
平成 22 年 12 月 22 日 LEX/DB データベース (文献番号 25470740), 京都地判平
成 22 年 9 月 1 日 LEX/DBデータベース (文献番号 25470739), 京都地判平成 21
年 9 月 25 日判時 2066 号 81 頁｡ 民 614 条を用いたものとして, 京都地判平成 22
年 10 月 29 日判タ 1334 号 100 頁, 大阪高判平成 21 年 8 月 27 日判時 2062 号 40
頁, 京都地判平成 21 年 7 月 23 日判タ 1316 号 192 頁, 京都地判平成 20 年 1 月 30
日判時 2015 号 94 頁｡ 借地借家法 28 条を用いたものとして大阪高判平成 21 年
10 月 29 日判時 2064 号 65 頁, 大阪高判平成 22年 3月 26 日 LEX/DBデータベー
ス (文献番号 25470738) 等｡
23 大阪高判平成 22 年 3 月 26 日 LEX/DB データベース (文献番号 25470736),
京都地判平成 20 年 4 月 30 日判タ 1281 号 316 頁, 大阪高判平成 20 年 11 月 28 日
判時 2052 号 93 頁等｡
24 京都地判平成 20 年 9 月 30 日裁判所ホームページ, 大阪簡判平成 23 年 3 月 18
日消費者法ニュース 88 号 276 頁｡
25 東京簡判平成 21 年 2 月 20 日裁判所ホームページ｡
条, 民 541 条)26, 瑕疵担保責任の解除制限特約 (民 566 条, 民 570 条)27,
大学医学部専門の進学塾の中途解約制限特約 (民 651 条)28, 英会話講師養
成講座の学費不返還特約 (民 651 条)29, クレジット免責特約 (民 400 条)30,
遅延損害金特約 (法 9 条 2 号)31 等, 明文規定と比較しているものが多数







27 東京簡判平成 18 年 3 月 10 日 LEX/DBデータベース (文献番号 25437027)｡
28 東京地判平成 15 年 11 月 10 日判タ 1164 号 153 頁｡
29 大阪地判平成 17 年 9 月 30 日消費者法ニュース 66 号 209 頁｡
30 さいたま地判平成 19 年 6 月 1 日裁判所ホームページ｡
31 東京簡判平成 20 年 11 月 27 日裁判所ホームページ｡
32 大阪地判平成 20 年 6 月 25 日交通事故民事裁判例集 41 巻 3 号 764 頁は, ｢傷害
保険契約は, 約款を中心とする保険契約によって権利関係が創設されたものであっ
て, そもそも当事者間の権利義務関係を規定する私法規定はない｣ として法 10
条の適用を認めなかった｡
33 神戸地裁尼崎支判平成 22 年 11 月 12 日判タ 1352 号 186 頁は, 敷引の意味が明
らかでないということから具体的任意規定を示さずに前段要件の該当性を判断し
ている｡ 京都地判平成 21 年 7 月 2 日 LEX/DB データベース (文献番号
25472616) は, 賃借人が賃料以外の金銭の支払を負担することは賃貸借契約の基
本的内容には含まれないという賃貸借契約の法理を基にして具体的任意規定を挙





こうした状況の中で, 冒頭で示した最判平成 23 年 7 月 16 日が, ｢任意
規定には, 明文の規定のみならず, 一般的な法理等も含まれる｣ と判示し
たことから, 法 10 条規定の ｢任意規定｣ の意味については ｢拡張説｣ を









34 大阪地判平成 19 年 11 月 30 日 LEX/DB データベース (文献番号 25451188)
は, 衛星カラーテレビ強制受信契約特約の効力を争ったもので, 裁判所は ｢放送






10 条) を定めたものと解する余地がある｡｣ としたうえで, 当該条項は, 契約自
由の原則の例外として許容されるものであり, 信義則に反して消費者の利益を一
方的に害するものではないとして, 法 10 条の適用を認めなかった｡ また, 大阪
高判平成 21 年 9 月 17 日金商 1334 号 34 頁は, 保険請求者側に事故発生の急激性
かつ偶然性について立証責任があるとする条項につき, 最判平成 13 年 4 月 20 日





いう 2つに分けられる35｡ 以下では, それぞれの主張の根拠を整理する｡
 判例法理や契約準則のみとする見解
①の見解からは, まず, 予測可能性ということが主張される｡ すなわち,
第 16 次国生審中間報告では, 無効になる不当条項を具体的に示した目的
は紛争処理基準の明確化であり, それは消費者の証明負担の軽減という意










なる37｡ こうした前提の下では, ②の見解が採用されると, 事業者側は条
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35 このような分類は, 中田裕康 ｢消費者契約と信義則論｣ ジュリ 1200 号 74 頁
(2001 年) による｡
36 第 17 次国生審報告でも ｢公正で予見可能性の高いルールを策定する｣ ことを
重視している｡
37 ハイン・ケッツ著・潮見佳男=中田邦博=松岡久和訳 『ヨーロッパ契約法Ⅰ』
(法律文化社, 1999 年) 260 頁, 太田勝造 ｢約款条項の規制と経済分析｣ 落合誠
一ほか 『我が国における約款規制に関する調査 (経済企画庁委託調査)』 (商事法





反対に, ②の見解からは次の 2 点が主張される38｡ 第一に, 消費者契約
で見られる契約は, 必ずしも民法で規定している類型に該当するものばか
りではなく, また, 判例法理としても確立していない場合が多いので39,





という ｢意思表示の擬制｣ 条項は, 意思表示の擬制によるリスクを消費者
の負担とすることで, 消費者を契約に不当に拘束させる等の消費者の意思
表示の自由を奪うという不当性が指摘されている｡ また, 一方的に契約内
容を変更できる ｢契約内容変更権｣ 条項や, 契約当事者間で契約内容等に
理解に差異が生じた場合に事業者が一方的に解釈することができる ｢契約




38 山本敬・前掲注 22 頁｡ 同見解を支持するものとして, 中田邦・前掲注 39
頁, 山本豊①・前掲注 62 頁, 後藤・前掲注 12 頁, 中田裕・前掲注 74
頁, 山本健司 ｢契約適合性判定権条項など 4 類型の契約条項について｣ 別冊
NBL128 号 19 頁 (2009 年)｡














うことも法 10 条前段の ｢一般的な法理等｣ に含まなければ, 法創造の意
義を否定することになる43｡ 下級審判決のなかにも, 前段要件の ｢民法,










41 山本敬・前掲注 22 頁｡
42 日弁連・前掲注 195 頁, 法務省 ｢民法 (債権関係) の改正に関する検討事
項詳細版｣ 3 頁＜http://www.moj.go.jp/content/000049817.pdf＞｡
















44 京都地判平成 23 年 3 月 24 日 LEX/DBデータベース (文献番号 25470743)｡
45 山本豊②・前掲注 118 頁｡
46 河上正二 『約款規制の法理』 (有斐閣, 1988 年) 19 頁｡
47 完全契約とは, 太田・前掲注 52 頁～53 頁によると, 取引費用が存在しない
ことから, 効率的な資源配分をもたらすもの, つまり, 契約当事者全員が各自の
目的を達成するうえで理想的な状態となるものを指すとしている｡











 差止請求権事例における ｢一般的な法理等｣ の解釈
こうした解釈は裁判例にも現れている｡ 明文規定と比較していない
の裁判例を取り上げてみていく｡




判例法理との比較によるものといえる｡ また, 裁判例は, 役務の提供を
受けることが不要になった場合, 経済的不効率を避けるためにいつでも契
約関係を解消できるとすることは, 委任, 雇用, 請負の契約に共通して認
められることから役務提供型の契約一般に存在する法理であるとして前段
要件の該当性を認めているので, 契約準則との比較によるものといえる｡






















示している通達, 指針, ガイドラインがある場合, それらが ｢一般的な法












50 山本豊②・前掲注 126 頁｡
51 最判昭和 52 年 6 月 20 日民集 31 巻 4 号 449 頁等｡
52 最判昭和 39 年 1 月 23 日民集 18 巻 1 号 37 頁等｡
53 四宮和夫=能見善久 『民法総則 [第 8版]』 (弘文堂, 2010 年) 251 頁｡
意規定を ｢公の秩序に関しない規定｣ と解するのであれば, 通達等も契約
当事者の意思表示に劣後する性質のもの, すなわち, ｢公の秩序に関しな
い規定｣ と解釈することができる｡ 以上のことから, 通達, 指針, ガイド
ラインを一般的な法理等に含めて判断すべきであると考える｡
 強行規定の除外










該意思表示が任意規定に優先することとなっている (民 91 条)｡
消費者契約においては, 情報力・交渉力の構造的格差の存在により当事
者間の意思表示の正当性が保障されていないことから, 当事者間で締結し
た合意との関係では, 本来, 劣後する任意法規を ｢当事者の合理的意思｣
として優先させる必要があるとして, 一般条項としての法 10 条の役割が
― 26 ―
54 この論点の最新の議論は, ｢任意法と強行法｣ 法セミ 684 号 1 頁～30 頁 (2012
年) を参照｡
55 河上正二 『民法総則講義』 (日本評論社, 2007 年) 262 頁, 川井健 『民法概論 1
[第 4 版]』 (有斐閣, 2008 年) 145 頁｡
56 四宮=能見・前掲 191 頁｡
求められることになる57｡
したがって, 当事者の合意では排除することのできない強行規定や強行
規定的効力を有するものは, 上記のように法 10 条によって優先させる必
要はないことから, ｢一般的な法理等｣ の中に含まれないと解することに
なるだろう｡ そうすると, 裁判例は, 借主に利息制限法の利率を超える














57 河上・前掲注 263 頁は, このことを ｢任意法における半強行法化｣ と表現
している｡
58 黒木理恵 ｢ニューファイナンス一審京都地裁判決｣ 消費者法ニュース 80 号 161
頁 (2009 年) は, ｢強行法規に違反する不当条項をどのような方法・基準で差止
対象としてとらえるかという悩みどころがあります｡｣ としている｡
59 山本豊②・前掲注 124 頁｡
60 河上・前掲注 263 頁｡




それらを簡単に整理すると63, ①法 10 条の適用については後段要件が重要
であり, 前段要件は単なる例示でしかない (｢任意規定からの逸脱｣＝｢信
義則違反｣＝無効) とする説64, ② ｢任意規定からの逸脱＋逸脱について
の合理的な理由の欠如｣＝｢信義則違反｣＝無効とする説65, ③ ｢任意規定
からの逸脱｣ (前段要件)＋｢逸脱についての積極的合理性の欠如｣ (後段要
件)＝無効とする説66, ④ ｢任意規定からの逸脱｣ という客観的基準 (前
段要件)＋｢信義則違反｣ という個別具体的基準 (後段要件)＝無効とする
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62 山本敬・前掲注 35 頁｡
63 両者の関係に関する詳細な分析は, 山本豊②・前掲注 124 頁～125 頁参照｡
64 中田邦・前掲注 39 頁, 山本豊②・前掲注 125 頁｡ 四宮・能見・前掲注
251, 252 頁は, ｢信義則違反の範囲を任意規定との乖離の場合に限定することは,
消費者契約法の規定の意味を失わせることになりかねない｡｣ と指摘する｡ 山本
敬三 ｢消費者契約法の意義と民法の課題｣ 民商 123 巻 4・5 号 74 頁 (2001 年)
は, 正当な理由なく, 双方間の均衡性や相互性をやぶるような条項は, 法 10 条
により無効となるとしている｡ この説に類するものとして, 山本敬・前掲注
310 頁, 山里盛文 ｢消費者契約法 10 条後段要件の判断基準について｣ 明治学院
大学法律科学研究所年報 28 号 (2012 年) 掲載予定｡
65 山下友信 『保険法』 (有斐閣, 2005 年) 124 頁｡
66 加藤雅信 『新民法体系Ⅳ 契約法』 (有斐閣, 2007 年) 149 頁～150 頁は, ｢任
意規定逸脱条項になんらかの積極的な合理性が認められるような場合に, それは
契約の双方当事者の推定的意思に合致するとして, その条項は 『消費者の権利を
制限し, 又は義務を加重する』 側面があるとしても, なお有効であると解するこ





ここでは, 冒頭で提示した 3つの判例を取り上げて, 前段と後段の関係












更新料条項の有効性につき争った最判平成 23 年 7 月 15 日は, ｢更新料
条項は, 一般的には賃貸借契約の要素を構成しない債務を特約により賃借
人に負わせる｣ ものとして消費者の義務を加重するものであるとしつつも,
｢更新料が, 一般に, 賃料の補充ないし前払, 賃貸借契約を継続するため
の対価等の趣旨を含む複合的な性質を有する｣ としたうえで, ｢従前, ……
更新料条項は公序良俗に反するなどとして, これを当然に無効とする取扱
いがされてこなかった｣ ことから, 当該条項を無効と評価しなかった｡
さらに最判平成 24 年 3 月 16 日は, 保険契約無催告解除条項の有効性に
団体訴訟制度における消費者契約法 10 条の要件
― 29 ―
67 中田裕・前掲注 74 頁は, 法的安全の要請と消費者保護との調和を図ったも
のと説明している｡
つき争った事案であるが, まず, ｢本件失効条項は, ……保険料の払込み




られて｣ おり, ｢上記一定期間は, 民法 541 条により求められる催告期間


















68 潮見・前掲注 [松岡] 91 頁｡ 佐久間毅 『民法の基礎 1 総則 [第 3 版]』 (有







うことだが, 上記 3 判例によると, 当該条項が, ｢自己の利益のみを考え








おける任意規定の意味を ｢一般的な法理等｣ と示したために, 適用範囲を
拡大し過剰な消費者保護に傾いてしまったことへの揺り戻しとして, 後段
要件で調整をはかったのではないだろうか｡










69 山本敬・前掲注 310 頁｡
70 内田貴 『民法Ⅰ [第 4 版]』 (東京大学出版会, 2008 年) 488 頁, 四宮=能見・
前掲注 16 頁｡
なるといえる71｡ このように解することで, 法 10 条の対応できる範囲を広
げることができ, 名実ともに一般条項としての役割を果たすことになると
考えられる｡






 法 10 条における ｢信義則｣ の意味
さて, 前段要件と後段要件とを既述のように理解した場合, 比較できる
任意規定がない場合に, 法 10 条後段に規定された信義則の判断が重要に
なってくるが, この ｢信義則｣ の意味について, 学説上, 無効とされる条






71 下級審の中にもこのように解するものが見られる｡ 名古屋地判平成 23 年 4 月
27 日消費者法ニュース 88 号 208 頁は, 借家人の家賃保証委託契約において, 賃
料の支払いが一度でも滞納されたときは賃借人の意向にかかわらず単独で解除さ
れ, 更新料を支払わなければならないとする ｢解除更新料特約｣ は, ｢契約の趣
旨に反するもの｣ であるから信義則違反であると判示している｡
72 落合・前掲注 144 頁｡
73 このような分類は, 山本敬・前掲注 22 頁による｡
が説明されている74｡ これに対して創造説の趣旨は, 民法と消費者契約法
は, 立法趣旨も予定とする適用対象も異なるのであり75, また, 確認説を
前提とするなら, わざわざ法 10 条を規定した意味がなくなるということ
を指摘している76｡ 立法担当者である消費者庁は確認説を採用している
が77, 学説は, 創造説を支持するものが多い78｡
こうした中で最判平成 23 年 7 月 15 日は, ｢当該条項が信義則に反して
消費者の利益を一方的に害するものであるか否かは, 消費者契約法の趣旨,
目的 (同法 1 条参照) に照らし, ……判断されるべきである｡｣ と示した
ことから, 創造説を採ることが判例によって裏付けされたと解されよう｡
 法 10 条における信義則違反の判断要素
 学説・裁判例の展開




74 第 17 次国生審報告書 第 3 4. 契約条項 [説明]｡
75 日弁連・前掲注 192 頁｡
76 山本敬・前掲注 22 頁
77 消費者庁企画課・前掲注 222 頁｡
78 山本敬・前掲注 19 頁, 中田邦・前掲注 39 頁, 日弁連・前掲注 192 頁
～193 頁, 潮見・前掲注 90 頁｡
79 四宮=能見・前掲注 244 頁は, 民法では契約内容が不当であるときに, その
効力を否定するのは信義則や公序良俗の役割であるが, その基準は明確でないの
で, 消費者契約法は, 具体的にどのような条項が不当かを示し, 内容を規制する
ものと主張する｡ 同見解を支持するものとして, 佐久間・前掲注 216 頁, 山
本豊②・前掲注 120 頁, 中田邦博 ｢消費者契約法 (2) 不当条項規制｣ 法セミ
683 号 100 頁 (2011 年) 等｡
かわる事情も考慮して当該条項の当不当を判断するもの80に分かれている






実体法上の観点から整理すると, まず, ①の見解からは, ｢消費者契約




ばならない｡｣ との指摘があり, そのうえで, 近時の最高裁判決に対して









検討すべきことが示されている｡ また, 大澤彩 ｢建物賃貸借契約における更新料
特約の規制法理 (下)｣ NBL932 号 62 頁 (2010 年) は, 更新料特約に限定して
いるが, ｢更新料特約の内容の合理性のみで特約の有効性を判断することはでき















がないものとの解釈論をとるべきだろう82｡ 例えば, 先述した最判平成 17












81 中田邦・前掲注 100 頁｡






て, 実際上, 形式的な交渉さえ行えば, 不当条項であったとしても規制を
潜脱することが可能であるという問題点が考えられることから, 個別に交
渉を行った条項も消費者契約法の規制の対象に含むべきとしている84｡ こ










EC 指令｣ (93/13/EEC) が条項の検討において契約締結過程にかかわる
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83 消費者庁企画課・前掲注 22 頁｡
84 沖野眞巳 ｢『消費者契約法(仮称)』 の一検討｣ NBL657 号 56 頁～57 頁 (1999
年), 落合・前掲注 152 頁, 山本豊①・前掲注 63 頁, 山本豊②・前掲注
118 頁, 日弁連・前掲注 190 頁｡
85 このほかに, 公共的な目的に基づく秩序の維持や社会的弱者の保護という理由
も挙げられている｡
86 法務省・前掲注 6 頁～7頁｡
事情 (特に交渉力) を考慮していることから, 消費者契約法でも同様の解









実体法上の理解をもとに, 差止請求権の行使につき, 法 10 条後段要件
がどのように判断されているか整理していく｡ まず, 各裁判例で情報力の








87 落合・前掲注 151 頁は, 指令の序文 16 が条項の当不当について契約締結過
程にかかわる事情を判断要素としていることを指摘している｡
88 同指令採択の経緯, 概要については, 新美育文 ｢消費者契約における不公正条
項に関するEC指令の概要と課題｣ ジュリ 1034 号 86 頁 (1993 年) 参照｡




















て, 交渉力は問題にしていないことがうかがえる｡ この点, 裁判所は, 法
1 条の規定を考慮して, 情報力の格差がないことを示す場合にあわせて交
渉力の格差もないと判示したと推測され, 特に交渉力の格差を意識して判






















になりかねない｡ このことから, 情報力や交渉力の格差という要素は, 法
10 条の判断要素に含むべきでないとする見解を支持するのが妥当である｡
後段要件を上記のように理解すれば, 実定法上の法 10 条も抽象的な消
費者像をもとに当該条項の当不当を判断することになり, 法 12 条は実体
法上の要件と変わらないことになる｡ この点, 実体法上の法 10 条の事例
の中に, 個別契約締結過程に関する具体的当事者間の個別事情を離れて抽
象的に当該条項の有効性を判断した興味深い例がある91｡ 東京高判平成 21







可能であるからである｡)｣ と示し, 意識的に法 10 条と法 12 条は同判断基










(2012 年 5 月 11 日脱稿)
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91 山本健・前掲注 23 頁は, 神戸地判平成 17 年 7 月 14 日判時 1901 号 87 頁に
つき, 一般的な判断材料と抽象的な評価に基づいた考察の結果, 敷引特約にはお
よそ合理性が肯定しがたいとして, 同特約の法 10 条違反を導いていると評価し
ている｡
92 山口・前掲注 115 頁｡
